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≪全体の感想≫

　今回の研修は、全国から集まったということもあり様々な情報を得ることが出来た。就労支援に力を入れている施設は多く、通所授産施設や通所リハビリテーションに期限をつけ次へのステップアップを考えていた。私の中でも利用期限を設けての就労支援について考えたことがあるが、実際の問題として次への受け皿的な場所がないことや当事者の方達の就労への考え方などの難しさをあると思った。

　身体障害、知的障害、精神障害と三障害で就労支援を行っているが、やはり生活リズムを崩さないで働くということの難しさを身にしみて感じた。この研修で企業の方達とのディスカッションを通して、気づかされたことがある。それは、支援者側が障害者の方達の対して“無理だ”“体力がない”等と決め付けてしまっていることだ。企業へ“受け入れてください”とお願いしつつも福祉の常識に偏り、企業が求めているもの、人材、理念などに気付いていない事が多いのではないかと考える。

　企業へ障害の特性を理解してもらおうといろいろ取り組むが、企業にとっては特性よりも即戦力となってくれる人材であるかという考えが強い。社会ではマイペースは理由にならなく、働く場所が出来たらその企業のペースにあわせて仕事をしなければならない。また、障害者1人を雇用するにあたり現場の方の負担など様々ある。

　今後、就労支援を行っていく上で私達は企業と障害者がどのように付き合い関わっていくかを課題に“働きたい”と考える障害者方達にも自分の力の認識（出来ること・出来ないこと）やフィードバックが出来るような取り組みを考える必要があると思う。そのためには、企業と近い位置にあるハローワークやジョブコーチの方達などの考えや意見をもらえるようにネットワークを密にしていきたいと考える。

３月４日（金）

　「障害者リハビリテーション概況」　障害者職業総合センター主任研究員　吉光　清　氏
１．障害者と職業リハビリテーション

　●リハビリテーションの出発点

· 第一次正解大戦後、戦傷者の医療福祉に取り組んだ先駆的な人々が、その統合的な対応を「リハビリテーション」と呼んだ。

· 1930年代、戦傷者以外の、ポリオ、切断者あるいは精神障害者に対象が拡大され、その用語が広められることになった。

　●リハビリテーションの理念

　　リハビリテーションとは、障害を受けた物を、彼がなしうる最大の身体的、精神的、社会的、職業的、経済的な能力を有するまでに回復させることである。（全米リハビリテーション評会議）

　●リハビリテーションの４領域

· 職業リハビリテーション

· 医学リハビリテーション

· 教育リハビリテーション

· 社会リハビリテーション

　●障害者の３次元(ICIDH)　1980年

　　↓

　　ひとくくりで考えてしまっていたため、３次元にすることで明確になった

　・機能・形態障害（Impairment）…医学的リハビリテーション

　・能力低下（Disability）
　・社会的不利（Handicap）
[image: image1.bmp]　●個人の障害状況のモデル化

　●国際健康機能分類(ICF)2001

[image: image2.bmp]
　●わが国における障害者（障害者基本法）
　　「身体障害、知的障害、精神障害があるため、長期にわたり、日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける者」

　●職業リハビリテーションの定義（ILO）

　連続的、総合的リハビリテーションの一局面で、障害者が適職を確保し、且つ、それを保持できるように

するための援助、例えば、職業指導、職業訓練、選択職業紹介を含むものである。（第99号勧告）

　●職業リハビリテーションの活動(ILO)

· 職業評価

· 職業指導

· 職業準備訓練と職業訓練

· 職業紹介

· 保護的雇用

· フォローアップ

　●職業安定対策

1） 求人登録、求職登録、職業紹介

2） 特別援助

3） 職業訓練の受講指示

　●職業能力開発対策

1） 職業訓練校

2） 身体障害者職業訓練施設
3） 職業訓練手当の支給

　●障害者雇用促進対策

　　１．身体障害者雇用促進法（１９６０）

　　　　身体障害者が対象、求人申し込みの拒否　適応訓練、国、地方自治体等の雇用義務(1.5%)、身体障害者雇用審議会の設置

　　２．障害者の雇用義務制度

　　３．対象者の拡大

　●ILO「職業リハビリテーション及び雇用に関する条約及び勧告（１９８３）」

　　すべての障害者を対象として、職業リハビリテーションの目的は、「障害者が適当な職業に就き、且つ、それを継続できるようにすること」に加え、「適当な職業において向上できるようにすることを並びにそれにより障害者の社会への統合又は再統合を促進すること」にある。

　●障害者問題における国際協調

· 国際障害者年(IYDP　1981)

· 国連障害者の十年(1983-1992)

· 159号条約と168号勧告の批准(1983)

· アジア太平洋障害者の十年(1993-2002)

· 新アジア太平洋障害者の十年(2003-2012)

· 障害者の権利条約（2008？）

　●わが国の職業リハビリテーション（「障害者の雇用の促進等に関する法律」）

　　①職業リハビリテーションの定義

　　　障害者に対して職業指導、職業訓練、職業紹介その他この法律に定める措置を講じ、その職業生活における自立を図ることをいう。

　　②職業リハビリテーションの原則

　　　・職業リハビリテーションの措置は、障害者各人の障害の種類及び程度並びに希望、適性、職業経験等の条件に応じ、総合的かつ効果的に実施されなければならない。

　　　・職業リハビリテーションの措置は、必要に応じ、医学的リハビリテーション及び社会的リハビリテーションの措置との適切な連携の下に実施されるものとする。

　　③職業リハビリテーションの対象者

　　　「身体障害、知的障害、精神障害があるため、長期にわたり、職業生活に相当な制限を受け、又は職業生活を営むことが著しく困難な者」

　●「就業（労）」の多様な形態

　　　・一般企業

　　　・自営（マッサージなど）

　　　・テレワーク（自宅就業）

　　　・福祉工場

　　　・通所授産施設

　　　・小規模作業施設

２．職業リハビリテーションの体系

　●障害者基本計画

　　基本的な方針

1） 社会のバリアフリー化の推進

2） 利用者本位の支援

3） 障害の特性を踏まえた施策の展開

4） 総合的かつ効果的な施策の推進

　　分野別施策の基本的方向

1） 啓発・広報

2） 生活支援

3） 生活環境

4） 教育・育成

5） 雇用・就業

6） 保健・医療

7） 情報・コミュニケーション

8） 国際協力

　　重点的に取り組むべき課題

1） 活動し参加する力の向上

2） 活動し参加する基盤の整備

3） 精神障害者施策の総合的取り組み

4） アジア太平洋地域における域内協力の強化

　●障害者施策における各省庁の担当

　　内閣府…総合調整、障害者対策推進本部の事務等

　　国家公安委員会…交通安全対策、盲人用信号の設置等道路交通安全上の配慮等

　　総務省…料金減免、NHKテレビ受診料の減免、点字郵便物等の無料払い、税の減免（地方税）、住民税、所得控除、あんま・はり等の医業に顎する事業税、自動車・軽自動車税及び自動車所得税、不動産所得税の非課税・減免等

　　法務省…司法試験、点字試験用法文の貸与等

　　財務省…税の減免（国税）、所得税、所得控除、障害者の使用する自動車税控除、法人税、関税、相続税、贈与税の控除

　　文部科学省…特殊教育、高等教育等、盲学校・盲学校・養護学校

　　厚生労働省…福祉一般、年金医療等、障害者（児）福祉、戦傷病者戦没者遺族等の援護等

厚生年金保険・国民年金・健康保険等

障害者雇用対策、労働災害、補助具購入資金貸付

　　経済産梁省…福祉関係機器の開発復興、各種医療福祉関係機器の研究開発等

　　国土交通省…公共交通機関対策、JR・私鉄・バス等の運賃の割引、有料道路通行料の割引、航空機等の交通機関の改善（車椅子障害者対策・盲人対策等）等、住宅対策、公共施設対策、料金減免、身体障害者向け公営住宅供給等、公共建築物・道路等の改善、公団住宅への優先入居等

　●「雇用・就業」分野施策の基本方向

　　ｂ．総合的な支援施策の推進

　　　ア．保健福祉、教育との連携を重視した職業リハビリテーションの推進

　　　イ．雇用への移行を進める支援策の充実

　　　ウ．障害者の職業能力開発の充実

　　　エ．雇用の場における障害者の人権の擁護

　　ａ．障害者の雇用の場の拡大

　　　ア．障害者雇用率制度を柱とした施策の推進

　　　イ．障害者の能力・特性に応じた職域の拡大

　　　ウ．障害者の働き易い多様な雇用・就業形態の促進

　　　エ．ITを活用した雇用の促進

　　　オ．障害者の雇用・就業を行う事業の活性化

　　　カ．障害者の創業・起業等の支援

　●障害者雇用対策（職業リハビリテーションを含む）体系

　　①事業主に対する指導・援助

　　　・障害者雇用率制度

　　　・障害者雇用納付金制度等による事業主支援等

　　　・障害者雇用に関するノウハウの提供

　　○障害者雇用率制度

　　　・法定雇用率

　　　　民間企業＝一般の民間企業1.8％

　　　　　　　　　特殊法人2.1％

　　　　国・地方＝2.1%（一定の教育委員会2.0％）

　　　・雇い入れ計画作成命令等による雇用率達成指導の実施

　　○障害者雇用納付金制度等による事業主支援等

　　　・障害者雇用納付金・調整金による事業主負担の調整

　　　・障害者雇用のための施設・設備等の改善、介助者の配置、住宅／通勤に対する配慮、中途障害者の

　　　　雇用継続等を行う事業主に対する助成

　　　・特定求職者雇用開発助成金による賃金助成

　　○障害者雇用に関するノウハウの提供

　　　・障害者雇用に関する好事例や雇用管理のノウハウの提供

　　②障害者の特性を踏まえたきめ細かな職業リハビリテーションの実施

　　　○公共職業安定所における障害者の態様に応じた職業相談・職業紹介、職場定着指導の実施

　　　○障害者職業センターにおける職業評価等の専門的職業リハビリテーションの実施

（高齢・障害者雇用支援機構が運営）

　　　○身近な地域における就業・生活支援の一体的推進

　　　○医療、福祉等の関係機関との連携強化

　　③障害者雇用に関する啓発

　　　○試行雇用による事業主の障害者雇用のきっかけ作りの推進

　　　○障害者雇用促進月間（9月）の実施

　　　○障害者団体と連携した広報啓発活動の実施

　●我が国の障害者雇用納付金制度

　　雇用納付金

　　　身体障害者又は知的障害者を雇用することは事業主が共同して果たしてゆくべき責務であるとの社会

的連帯責任の理念に立って、事業主間の身体障害者又は知的障害者の雇用に伴う経済的負担を調整すると共に、障害者を雇用する事業主に対して、助成、援助を行うため、事業主の共同拠出による雇用納付金制度が設けられている。

　　調整金

　　　身体障害者又は知的障害者を雇用する事業主の経済的負を一定水準までに軽減し‥

　　　当分の間、情事300人以下の常用雇用労働者を雇用する事業主には支給しない。

　　調整金の額＝（雇用障害者数－法定障害者数）×27,000円

　　報奨金

　　　常時300人以下の常用雇用労働者を雇用する事業主には調整金を支給しないが特に、身体障害者又は知的障害者を多数雇用する事業主については‥報奨金を支給する。

　　報奨金の額＝（雇用障害者数－支給を受けるために必要な障害者数）×21,000円

　　助成金

　　　身体障害者、知的障害者又は精神障害者を新たに雇用し、又は雇用を継続する事について、施設・設備等につき、一時に多額の経済的負担を余儀なくされる事業主に対して予算の範囲内において支給することにより、事業主の障害者雇用に伴う経済的負担の軽減に図り、もって、全体的な障害者の雇用水準を引き上げようとするものです。

　●職業リハビリテーションの実施機関

　　・公共職業安定所

　　・障害者職業センター

　　・障害者雇用支援センター

　　・障害者能力開発施設

　　・就業・生活支援センター

　　・公立相談／支援機関

　　・福祉工場

　　・授産施設・小規模作業所

３．障害者の状況と雇用（就業）

　●障害者の全体状況

　　身体障害児・者　　総数(351.6万人）　在宅者（332.7万人）　施設入所者(18.9万人)

　　　　18歳未満　　　　　(9.0万人)　　　　　　（8.2万人）　　　　　　　(0.8万人)

　　　　18歳以上　　　　　(342.6万人)　　　　　（324.5万人）　　　　　　(18.1万人)

　　知的障害児・者　　　　(45.9万人)　　　　　　(32.9万人)　　　　　　　(13.0万人)

　　　　18歳未満　　　　　(10.3万人)　　　　　　(9.4万人)　　　　　　　(0.9万人)

　　　　18歳以上　　　　　(34.2万人)　　　　　　(22.1万人)　　　　　　　(12.1万人)

　　　　年齢不詳　　　　　(1.4万人)　　　　　　　(1.4万人)　　　　　　　(0.0万人)

　　精神障害者　　　　　　(258.4万人)　　　　　　(223.9万人)　　　　　　(34.5万人)
●年齢階級別身体障害者数　→　調査のたびに増え、高齢者が目立つ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千人）

	
	総数
	年齢か級別（歳）

	
	
	18～19
	20～29
	30～39
	40～49
	50～59
	60～64
	65～69
	70～
	不詳

	平成13年
	3,245
	11
	70
	93
	213
	468
	363
	522
	1,482
	22

	平成8年
	2,933
	8
	72
	111
	242
	435
	378
	408
	1,179
	99

	対前回比
	110.6
	137.5
	97.2
	83.8
	88.0
	107.6
	96.0
	127.9
	125.7
	22.2


　●程度別知的障害者数（18歳以上の在宅者）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千人）

	
	総数
	最重度
	重度
	中度
	軽度
	不明

	平成12年総数
	221
	27
	60
	57
	52
	25

	平成7年総数
	195
	25
	61
	61
	45
	4


　●精神障害者数内訳

	区　　分
	入　院
	外　来
	総患者数

	
	人数
	比率
	人数
	比率
	人数
	比率

	血管性及び詳細不明の痴呆
	54千人
	16.6%
	84千人
	3.9%
	138千人
	5.5%

	アルコール使用（飲酒）による精神及び行動の障害
	17千人
	5.2%
	32千人
	1.5%
	49千人
	2.0%

	その他の精神作用物質使用による精神及び行動の障害
	1千人
	0.3%
	6千人
	0.3%
	7千人
	0.3%

	統合失調症、統合失調症型障害及び妄想性障害
	203千人
	62.3%
	531千人
	24.4%
	734千人
	29.4%

	気分（感情）障害（躁鬱病を含む）
	26千人
	8.0%
	685千人
	31.5%
	711千人
	28.4%

	神経症性障害、ストレス関連障害及び身体表現性障害
	6千人
	1.8%
	494千人
	22.7%
	500千人
	20.0%

	その他の精神及び行動障害
	12千人
	3.7%
	91千人
	4.2%
	103千人
	4.1%

	てんかん
	7千人
	2.1%
	251千人
	11.5%
	258千人
	10.3%

	計（千人単位の端数調整後）
	33万人
	
	217万人
	
	250万人
	


　●障害者雇用の状況（平成15年実態調査）

	障害の種類
	常用雇用労働者数(H15)
	常用雇用労働者数(H10)

	身体障害者
	369
	396

	視覚
	17
	43

	聴覚・言語
	59
	60

	肢体不自由
	181
	214

	内部障害
	74
	59

	重複障害
	18
	15

	知的障害者
	114
	69

	精神障害者
	13
	51

	採用前精神障害者
	
	38

	採用後精神障害者
	
	13


　●産業別雇用状況

　　製造業(28.9%)、卸売・小売業（15.5%）、サービス業(15.0%)、運輸業(11.2%)、建設業(7.9%)

　●事業規模別雇用状況

　　H15調査…5～29(37.6%)30～99(22.8%)100～499(28.5%)500～999(5.1%)1000以上(6.2%)

　　H10調査…5～29(38.7%)30～99(23.6%)100～499(27.5%)500～999(4.7%)1000以上(5.5%)

　　常用労働者…5～29(42.7%)30～99(26.2%)100～499(23.4%)500～999(4.6%)1000以上(3.1%)

　●身体障害の程度別雇用状況

　　H15調査…重度(36.2%)中度(35.8%)軽度(19.3%)不明(8.7%)

　　H10調査…重度(33.3%)中度(38.2%)軽度(24.5%)不明(4.0%)

　●知的障害の程度別雇用状況

　　H15調査…重度36(32.1%)中度42(35.8%)不明35(21.1%)

　　H10調査…重度20(28.5%)中度41(63.0%)不明6(8.3%)

　●事業所規模別知的障害者の雇用状況

　　H15調査…5～29(44.1%)30～99(22.3%)100～499(30.6%)500～999(2.1%)1000以上(1.0%)

　　H10調査…5～29(40.8%)30～99(41.0%)100～499(15.6%)500～999(1.4%)1000以上(1.2%)

　　常用労働者…5～29(43.6%)30～99(29.5%)100～499(20.4%)500～999(14%)1000以上(5.1%)

　●精神障害者であることの確認等

　　手帳による確認39.8%（1級：1.45%、2級：17.4%、3級：3.4%、等級不明：17.7%）

　　統合失調症1.5%、躁鬱病48.5%、てんかん8.5%、未記入1.7%

　●精神障害者が配慮を受けている事項

　　短時間勤務など労働時間の配慮…(34.5%)

　　調子の悪い時に休みを取りやすくする…(24.1%)

　　配置転換など人事管理面についての配慮…(31.0%)

　　通院時間の確保、服薬管理など医療上の配慮…(41.4%)

　　業務内容の簡略化などの配慮…(20.7%)

　　業務遂行の援助や本人、周囲に助言する者等の配置…(41.4%)

　　職場復帰のための訓練機会の提供…(0.0%)

　　職業生活、生活全般に関する相談員の把握…(3.4%)

　●事業所が配慮している事項（障害種別）

　　短時間勤務等勤務時間の配慮…身障(18.5%)知的(18.3%)精神(18.8%)

　　休暇を取得しやすくする等休養への配慮…身障(24.5%)知的(20.4%)精神(26.5%)

　　配置転換等人事管理面についての配慮…身障(54.5%)知的(41.2%)精神(46.4%)

　　通勤・服薬管理等医療上の配慮…身障(39.4%)知的(19.3%)精神(28.3%)

　　駐車場、住宅の確保等通勤への配慮…身障(30.3%)知的(14.6%)精神(10.1%)

　　職場内における健康管理等の相談支援体制の確保…身障(25.7%)知的(21.1%)精神(26.5%)

　　雇用管理に関するマニュアル等の整備…身障(3.3%)知的(5.2%)精神(2.9%)

　　職場での移動や作業を容易にする施設・設備・機械の改善…身障(26.3%)知的(12.7%)精神(5.1%)

　　工程の単純化等職務内容の配慮…身障(27.6%)知的(54.5%)精神(30.4%)

　　手話通訳の配置等、コミュニケーション手段への配慮…身障(10.9%)知的(4.4%)精神(2.2%)

　　業務遂行を援助する者の配置…身障(15.9%)知的(40.3%)精神(18.1%)

　　職業生活に関する相談員の配置・委嘱…身障(14%)知的(20.4%)精神(12.3%)

　　職業以外を含めた生活全般に関する相談支援体制の確保…身障(4.8%)知的(8.5%)精神(10.9%)

　　研修・職業訓練等能力開発機会の提供…身障(5.2%)知的(3.1%)精神(2.2%)

　　職場復帰のための訓練機会の提供…身障(2.9%)知的(1.2%)精神(4.3%)

　　関係機関等外部の機関との連携支援体制の確保…身障(5.5%)知的(14.5%)精神（8.7%）
　●ハローワークの取り組み

· 障害者職業紹介件数

· 職場適応訓練実施件数

· トライアル雇用

　●障害者職業センターの取り組み

· 職業評価／計画策定

· 職業準備訓練

· 職業講習

· ジョブコーチ事業

· 事業主援助

４．職業リハビリテーションの過程

　●職業リハビリテーションの流れ

· 職業相談－ガイダンス、カウンセリング

· 職業評価

· 職業指導

· 職業準備訓練と職業訓練

· 職業紹介（保護的雇用）

· 就業支援サービス

· フォローアップ

　●職業評価の目的・対象

　　職業的技能と個性を把握し、リハビリテーション計画を作成し、また、職務用件や職場環境とのマッチングを行えるようにする。

　　対象・職務技能

　　　　・一般職業適性能力

　　　　・職業的潜在性

　　　　・ワークパーソナリティ

　　　　・職業準備性

　　　　・訓練効果

　　　　・職場条件との相互作用

　●職業リハビリテーション計画

· 評価結果のフィードバック

· 介入・サービス内容

· インフォームドコンセント

· 長期目標と短期目標

· 家族への説明

· 社会資源の活用

　●職業能力開発

· 能力開発校

· 職業準備支援

－基本的ルール遵守

－適切な作業態度

－作業遂行力

－適切な対人態度

· 民間施設

· 職場適応訓練

· 職務試行・トライアル雇用

· 委託訓練

　●職業リハビリテーションの方略の拡大

· 訓練－就職モデル

· 職場開拓モデル

· 支援モデル

職場開拓の重視

マッチング…職業的個性と職場・支援条件

就職－訓練…職場での訓練、援助つき雇用

脱専門家…ジョブコーチ、ナチュラルサポート

　●Supported　Employmentのタイプ

　　・個別就労モデル

　　　マンツーマン、フェイディング、フォロー

　　・エンクレープ

　　　複数の障害者に付き添い支援

　　・移動作業班

　　　複数の障害者を常時支援、複数職場

●就労支援を中心としたサービス

　　・相談　・支援計画　・就労準備訓練（評価）　・職場開拓　・職場での支援　・継続的サービス

５．専門領域と専門技法

　●伝統的な職業リハ・サービス

· インテーク・ガイダンス、カウンセリング（リハビリテーションカウンセラー）

· 能力評価・カウンセリング（職業評価専門職）

· 職業訓練・指導（作業指導員、職業カウンセラー）

· 職場開拓・定着指導（職業適応指導員、職業カウンセラー）

　●アメリカの職業リハビリテーション専門家の状況

· リハビリテーション・カウンセラー(CRC)

· 職業評価専門職(CVE)

· ワークアジャストメントメントスペシャリスト

　●実践的技能

· ガイダンス／カウンセリング

· 評価技術、情報処理

· 訓練・指導、技能評価

· ケースワーク

· スーパーバイズ

· 研究活動等

　●Supported　Employment

· 誕生は1986年の米国リハ法改正

· 重度障害者

· 統合された職場環境

· 継続的支援

· ジョブコーチの活躍

· 「雇用－訓練」モデルへ

　●Job　Coachの役割

· 支援計画

· 職場での集中的支援・・・仕事を教える、職場との橋渡し、フェイデング

· フォローアップ

· ナチュラル・サポートへと繋ぐ

　●Job　Coachの技法

· 職務分析

· 職場環境のチェック

· 要求水準の把握、自立度予測

· システマティック・インストラクション

· 「始めから」と「終わりから」

· 絵カードの利用など

　●Employment　Specialistの役割

· アセスメント

· 職場開拓

· 職場での支援

· ジョブコーチへのスーパーバイズ

· ケースワーク

· 環境調整

· その他

　●職業リハビリテーション専門家の機能


　

●地域ネットワーキングとケアマネージメント

· 専門家による連携

· 専門機関の協働

· 地域生活支援の役割

· ケアマネージメント

· 就業支援の視点

· 社会的統合としての労働保障

　●地域における社会的支え


６．今後の施策の方向

　●重点施策実施５ヵ年計画（障害者プラン）

　　①活動し参加する力の向上のための施策

　　②地域基盤の整備

　　③精神障害者施策の充実

　　　(1)保健医療

　　　(2)福祉

　　④アジア太平洋における域内協力の強化

　　⑤啓発・広報

　　⑥教育・育成

　　⑦雇用・就業の確保

　　職業リハビリテーションの措置の総合的かつ効果的な実施を図るため講じようとする施策の基本となるべき事項

　　①障害者の種類及び程度に応じたきめ細やかな措置の開発、推進

　　②一般雇用に就くために特に支援が必要な障害者に対する職業リハビリテーションの推進

　　③職業能力開発の推進

　　④実施体制の整備

　　⑤専門知識を有する人材の育成等

　　⑥進展するITの積極的活用

　　障害者の雇用の促進及びその職業の安定を図るため講じようとする施策の基本となるべき事項

　　①障害者雇用率制度の達成指導の強化

　　②事業主に対する援助・指導の充実等

　　③障害者の雇用の医事、解雇の防止と再就職対策の強化

　　④重度障害者の雇用・就労の場の確保

　　⑤精神障害者の雇用対策の推進

　　⑥多様な雇用・就労形態の促進

　　⑦障害者雇用に関する啓発・広報

　　⑧研究開発等の促進

　　⑨関係機関との連携

　　⑩国際交流、国際協力の推進

　●最近の法律改正(2002)

· 企業グループによる雇用率の見直し

· 除外率の見直し

· 障害者就業・生活支援センター事業の創設

· ジョブコーチ事業の創設

· 精神障害者の雇用促進

　●障害者の職域等雇用の場の拡大

　　○特例子会社制度の活用等による環境整備

　　○除外率制度の縮小

　　○雇用率未達成指導と助成措置の改善

　　○試行的雇用を活用した助成措置の改善・・・トライアル雇用

　　○多様な雇用・就業形態への対応・・・第3セクター方式、特例子会社、福祉工場・短時間雇用、在宅雇用、テレワーク・グループ就労、過渡的雇用

　●障害者への総合的支援の充実

　　○就業生活面からの支援の強化

　　　・障害者就業・生活支援センター；地域生活に基づいた支援、就業面と生活面の一体的支援

　　○職場適応のための人的支援の強化

　　　・ジョブコーチ支援

　　○職業準備訓練、能力開発への促進

　　　・知的障害者、精神障害者、高次脳機能障害者への支援

　　○福祉的就労から雇用への移行の促進

　　○地域におけるネットワークの形成

　　　・職リハ推進フォーラム等

　　○雇用支援の人材の確保・育成

　　　・職業リハビリテーション実践セミナー等

　　○職場での障害者の権利擁護

　●精神障害者の雇用施策の充実

　　○雇用支援の対象とすべき精神障害者の範囲

　　　法台２条第６号の厚生労働省令で定める精神障害があるものは、次に掲げるものであって、症状が安

定し、就労が可能な状態にあるものとする。

　・精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている者

　・統合失調症、躁鬱病、てんかんにかかっている者

○精神障害者の雇用支援施策

　・精神障害者職業自立支援事業、ジョブガイダンス事業、職業準備訓練、トライアル雇用、

ジョブコーチ支援、職場復帰支援、就業・生活総合支援、助成金制度の活用

　　○雇用義務制度の対象とする方向での取り組み

　●精神障害者の雇用状況（H10調査から）

· 5人以上の事業所で雇用されている精神障害者の推計は5万1千人であった。

· 100-499人規模の事業所での雇用が36.2％ついで30-99人規模で35.7％であった。

· 500人規模以上の事業所での雇用は「採用後障害者」の割合が高かった。

　●「労働政策審議会障害者雇用分科会」意見書（H16．12月）

　　①精神障害者に対する雇用対策の強化

　　　(1)障害者雇用率制度の適用

　　　(2)雇用支援策の充実

　　②多様な形態による障害者の就業機会の拡大

　　　(1)障害者の在宅での就業に対する支援の充実

　　　(2)雇用形態の多様化と障害者雇用

　　③地域における協働による障害者雇用の促進

　　　(1)福祉的就労から一般雇用への移行の促進

　　　(2)職場適応援助ニーズの広がりと担い手の育成

　　　(3)企業等の協働による障害者雇用の創出

　　④その他の諸課題

　●精神障害者への職業リハサービスの課題

· ストレス／マネージメント

· 認知障害の補完

· 多様な就業支援、能力開発

· 生活支援、ネットワークの形成

· 多様な雇用形態、在宅就業

　●在職障害者の職場復帰支援

· 高次脳障害者の問題

· 気分障害による休職者の問題

· 職場復帰プログラム

· 気分障害者のリワークプログラム

　●職業的移行への支援

· 特別支援教育から個別支援計画

· 施設から就業への移行支援計画

· 就労準備のプログラム

· トライアル雇用／ジョブコーチ

　●法律改正への歩み

· 精神保健医療福祉改革ビジョン

· 今後の障害保健福祉施策について

· 障害者自立支援法案の提出(精神保健福祉法改正を含む)

· 障害者雇用促進法改正案の提出

　●障害者の権利条約制定への動き

· 国連による障害者関連の条約等

· 障害者差別禁止に係わる作業部会設置

· EUの一般雇用差別禁止指令

· 2008年の成立を目指して

≪研修に関する考察≫

　職業リハビリテーション概論を学び、精神障害者の就労支援を考えたとき身体障害者、知的障害者とも重なる部分はあるが一番に感じるのはストレスを回避できないという問題点がある。生活があっての就労と考えた場合、精神障害者の就労は難しいのだと思った。また、仕事に就くことの出来ない背景には支援者の力が見られているのだと思う。就職できないという問題は本人だけの問題ではないのだと強く感じた。

ハローワークにおける障害者支援　　　埼玉労働局ハローワーク浦和　雇用指導官　寺山　昇

●ハローワークにおける雇用支援サービス

　①障害者窓口を設置し、相談･職業紹介、職場定着指導を実施

　　ハローワークの数は全国で587所

　　障害者の職業紹介状況･･･15年度　新規求職申し込み　88272人、就職件数　32885人

	
	新規求職申し込み件数
	就職件数

	身体障害者　　（）は内数で重度
	62450　(25944)
	22011　(8678)

	知的障害者　　（）は内数で重度
	17602　(3292)
	8249　(1966)

	精神障害者(統合失調症、気分障害、手帳を持っている方)
	7799
	2493

	
	(前年度就職件数　1890)

	その他　(難病)
	421
	132


　②求人の開拓、開発

　　職場の開拓・障害者に合った求人を開発

　③障害者合同面接会の開催

　　求人者と求職者が一堂に会しての面接相談会　10月11月だけで79回

　④企業に対する雇用率達成指導

　　ハローワークの企業に対する雇用指導

　　　法定雇用率　1.8%　全国平均　1.46

　　　除外率の変更（建設・船舶）

　　　未達成企業に対して雇い入れ計画作成命令（3年計画を立てる）、勧告、企業名公表

　⑤特例子会社制度　(精神障害者は含まれていない)･･･助成金±０

　　親会社が障害者の雇用に特別な配慮をした子会社を設立

　　　今年の4･5月で13社設立、現在　160社

　　雇用される障害者5人以上で、かつ全従業員に対して120％以上

　　雇用される障害者のうち知的障害者及び重度の身体障害者の割合が30％以上

　⑥トライアル雇用

　　ハローワークの紹介で実際の職場で3ヶ月間の試し雇用、企業へ奨励金月5万円支給(会社からも賃金を貰うことができる)

　　15年度3162人開始、常用雇用移行率81.1％

　　若年者トライアル雇用の活用(35歳未満)･･･各都道府県で違う、企業へ5万円支給

　⑦特定求職者雇用開発助成金制度(1年半)

　　ハローワークの紹介就職で決まった場合、企業に賃金の助成

　　中小企業1/2～1/3　期間1年から1年6ヶ月

　⑧精神障害者ジョブガイダンス事業

　　・委託訓練事業

　　　都道府県の事業、企業・特例子会社・社会福祉法人・民間教育訓練期間・NPO法人等に訓練委託

　　　期間…3ヶ月　1人1ヶ月6万円の委託費

　　・職場適応訓練･･･事業所へ24000円

　　・障害者雇用リファレンスサービス

●ハローワーク利用法

　①求職登録

　　障害者求職登録申込書の記入(就職後アフターケアまで一貫して利用)

　　※精神障害者の場合ハローワーク指定用紙に主治医の意見書を作成してもらい必要あり


　　　　　主治医と連絡を取り、重要・聞きたいことを聞くことが大切。意見交換できる

　　ハローワークカードの交付（県外の何処に行っても使用できる）

　②求人情報の検索

　　障害者用求人票から検索、一般求人の利用

　③職業紹介

　　ハローワークが求人者に連絡をして面接日を設定、紹介状の交付

　④インターネットを活用した求職情報の提供　⇒　全国的に今月中にも動き出す予定

　　企業に対して求職情報の提供をしてリクエスト紹介

＜関係機関を連携して支援を進めた事例＞

　①Ａ社の特例子会社設立支援

　　障害者職業センター、中央障害者雇用情報センター、生活支援センターと連携して1年後に埼玉県内に本社子会社を持つ製造業で特例子会社設立

　　雇用管理サポート、ジョブコーチ、トライアル雇用、職務試行法、ケース会議等。

　②障害者雇用コンサルティングサービス

　　障害者職業カウンセラーと共に事業所を訪問・提案

　　※障害者雇用の考え方　※採用時に活用できるサービス　※職務構成の例　※イメージ作りについて

●企業に対して障害者雇用を指導する面と障害者雇用を支援する両面を持つハローワーク

　①法令遵守(コンプラスアンス)CSRからのアプローチ

　②官庁の障害者雇用率達成企業入札時の優遇について

　③企業の障害者雇用の総合相談

　地域のおける協働による障害者雇用の支援

　「関係機関の連携による福祉施設等から雇用への移行の促進、ハローワークが中心となって、障害者が在籍する福祉施設、地域障害者職業センター等の関係者からなる就業支援のためのチームを各地域に設置し、障害者一人一人を潜在的な可能性も含めて適正に評価した上で、障害者の主体的な職業生活設計を支援する個別的なプログラムを作成して、一般雇用に向けた総合的な支援を行うことが考えられると共に、障害者が」在籍していた福祉施設を参加して十分な定着指導を行っていくことが重要である」

≪研修に対する考察≫

　この研修では、改めてチームについて考えさせられた。私の中でハローワークだけが企業との繋がりが強い印象を持っていたが研修を通し、障害者の就労支援と考えたとき適正な評価をするために関わる様々な関係機関が力を合わせていくことが大切になる事が分かった。また、企業に一番近いところにいるハローワークと情報を共有しあうことが就労支援を円滑に行えることなのだと思う。

「障害別の職業的課題と対応法（精神障害者）」　　障害者職業センター研究員　野中　由彦

１．精神障害者の職業的課題

　　○障害者数（単位：万人）

　　・身体障害児・者…総数（351.6）在宅者(332.7)施設入所者（18.9）

　　　身体障害児（18歳未満）…総数（9.0）在宅者（8.2）施設入所者（0.8）

　　　身体障害者（18歳以上）…総数（342.6）在宅者（324.5）施設入所者（18.1）

　　・知的障害児・者…総数（45.9）在宅者（32.9）施設入所者（13.0）

　　　知的障害児（18歳未満）…総数（10.3）在宅者（9.4）施設入所者（0.9）

　　　知的障害者（18歳以上）…総数（34.2）在宅者（22.1）施設入所者（12.1）

　　　年齢不詳…総数（1.4）在宅者（1.4）施設入所者（0）

　　・精神障害者…総数（258.4）在宅者（223.9）施設入所者（34.5）

　　・合計…総数（655.9）在宅者（589.5）施設入所者（66.4）

　　○障害者有効求職者数・就職者数

	
	障害者有効求職者数
	障害者就職件数
	精神障害者の場合

	
	総数
	精神障害者
	総数
	精神障害者
	有効求職者数
	就職件数

	平成６年度
	79,939
	2,884
	27,901
	1,004
	3.6％
	3.6％

	平成７年度
	88,030
	3,648
	27,361
	1,236
	4.1％
	4.5％

	平成８年度
	95,515
	4,626
	28,216
	1,411
	4.8％
	5.0％

	平成９年度
	102,715
	5,657
	28,325
	1,509
	5.5％
	5.3％

	平成１０年度
	115,848
	6,955
	26,653
	1,360
	6.0％
	5.1％

	平成１１年度
	126,254
	8,040
	26,446
	1,384
	6.4％
	5.2％

	平成１２年度
	131,957
	9,342
	28,361
	1,614
	7.1％
	5.7％

	平成１３年度
	143,777
	10,885
	27,072
	1,629
	7.6％
	6.0％

	平成１４年度
	155,180
	12,553
	28,354
	1,890
	8.1％
	6.7％

	平成１５年度
	153,544
	14,333
	32,885
	2,493
	9.3％
	7.6％


　　○企業は精神障害者の就労をどう考えているのか

	障害部位
	雇用に向く
	雇用に向かない

	
	社数
	％
	社数
	％

	肢体障害
	464
	56.4
	226
	27.5

	上肢障害
	299
	36.3
	330
	40.1

	体幹障害
	154
	18.7
	344
	41.8

	内部障害
	216
	26.2
	276
	33.5

	視覚障害
	51
	6.2
	645
	78.4

	聴覚障害
	298
	36.2
	350
	42.5

	言語障害
	235
	28.6
	351
	42.6

	精神薄弱
	103
	12.5
	545
	66.2

	精神障害
	12
	1.5
	675
	82.0

	その他
	30
	3.6
	458
	55.7

	回答なし
	54
	6.6
	27
	3.3

	合計
	823
	100.0
	823
	100.0


　　　○雇用実績と訓練上の困難（職親28社）

　　　雇用中の事業所の過半数は３年以上の雇用継続経験を持っていた。雇用前の訓練において困ることは、本人

状態に合わせなければならない事と繰り返し指導しなければならない事。

○雇用開始の勤務時間と通院

　雇用開始にあたっての勤務時間は通常より短時間に設定されていた。勤務時間内の通院を認めていたのは事

業所の65％であった。

○職親遂行レベルと雇用の負担

　雇用継続上の困難は低い生産性と訓練効果、再発の心配であった。80％の事業所が雇用中の精神障害者の生

産性を60％程度以下と見なしている。

○生活支援と退職理由

　職場外の面倒をみる担当者がいるのは事業所の10%であった。退職理由は再発が最も多かった。

○「準備性の養成」準備段階での課題

　①仕事についての現実検討、②人間関係の構築、③自信をつける、④生活リズムの確立などに課題がある。

○精神障害者の就業状況　事業主が必要とする配慮事項

　精神障害者への理解促進が雇用の前提。医療機関との連携支援体制を重視している。

○精神障害者を取り巻く偏見、誤解（例）

　・偏見

　－精神病は遺伝による病気で、特別な人だけがなる

　－精神障害者は危害を与える危険な存在である

　－精神障害者が社会に戻って生活することはできない

　－精神障害者が仕事に就いて働くことは無理である

　・誤解

　－退院すれば、元通りに働くことができる

　－適性検査の結果が良くなければ働いても大丈夫である

　－やる気を見せた時は、就職にもトライさせるのがよい

　－再発の可能性があるので、新しいことはさせない方がいい

　－入院生活で怠惰になり、やる気がなくなっている

○統合失調症者の行動特性

　Ａ．認知障害と過覚醒

　－一時にたくさんの課題に直面すると、混乱してしまう

　－受身的で注意や関心の幅がせまい

　－全体の把握が苦手で、自分で段取りをつけられない

　－話や行動に接穂がなく唐突である

　－あいまいな状況が苦手　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など

　Ｂ．常識と共感覚

　－現実吟味力が弱く、高望みしがち

　－世間的・常識的な思考・行動を取りにくい

　－他人の自分に対する評価には敏感だが、他人の気持ちには比較的鈍感

　－自分を中心にものごとを考えたから

　－視点の変更ができない所

　Ｃ．自我境界

　－話に主語が抜ける、－あいまいな自己像、－秘密をもてない

　Ｄ．時間性

　－焦り、先走る、－同じ失敗を何度も繰り返す、－リズムにのれない

○回復期における障害の各レベル

　・機能障害

　－認知障害（注意機能、記憶照合機能、概念の形成、転換）、－陽性症状の残存、機能の不安定性

　－薬の副作用

　・能力障害

　－求職等の移行過程への対処の問題、－作業能力の問題、－対人関係能力の問題、－学習能力の問題、

　－能力発揮の不安定さ

　・社会的不利

　－職業人としての役割が果たせない（就労ができない、容易に解雇される）

○職業リハビリテーションにおいて問題となる障害特性

　・作業能力－易疲労性、－速度が遅い、－理解力

　・対人関係－周囲の評価に敏感である、－常に緊張状態にある、－きまじめさと社会的未熟

○働く人としての精神障害者の特性

　①疾病と障害の共存、②課題が多岐で多面的な支えが必要、③継続的支えが必要、④偏見や無理解（未理解）

の存在、⑤生活基盤の援助が必要、⑥告知する否かが問題となる、⑦再発不安と露見恐怖の重荷を負う、⑧変

化に弱い、⑨基礎体力に課題がある、⑩生活管理が難しい、⑪生活の楽しみが少ない

２．利用できる制度

　○障害者雇用納付金制度

　　
○障害者の法定雇用率と実雇用率

	
	法定雇用率
	実雇用率（H14→15→16年の6月1日）

	民間企業
	一般の民間企業
	1.8％
	1.4７％→1.48％→1.46％

	
	特殊法人等
	2.1％
	1.96％→2.09％→1.71％

	国及び地方公共団体
	国の機関
	2.1％
	2.14％→2.19％→2.15％

	
	都道府県の機関
	
	2.46％→2.49％→2.28％

	
	市町村の機関
	
	2.44％→2.45％→2.20％

	
	都道府県等の教育委員会
	2.0％
	1.23％→1.24％→1.33％


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※平成１６年度から除外率の10％引き下げを実施。

○法定雇用率未達成企業の割合（H16.6.1）
　未達成…５８．３％　　達成…４１．７％

○対象となる雇用施策（障害種類別）

	事項
	身体障害者
	知的障害者
	精神障害者
	その他の障害者

	職業紹介、職業訓練等の職業リハ
	○
	○
	○
	○

（適応訓練等一部除く）

	雇用率制度
	○
	○
	×
	×

	納付金徴収調整金・報償金の支給
	○
	○
	×
	×

	助成金の支給
	○
	○
	○
	×

（研究調査に係る助成金は支給）

	研究・広報啓発
	○
	○
	○
	○


※精神障害者を雇用率の対象へ→H17通常国会審議中

○精神障害者の雇用支援施策の体系

　１．求職活動への準備段階における支援　

　　　①地域の関係機関の連携による対人技能訓練、体育指導、作業指導等

　　　②医療・保健、福祉機関の利用者に対する就職ガイダンス

　　　③企業内における指導員付きのグループ就労の機会の提供

２．公共職業安定所における職業相談、職業紹介

　　①求職登録制度に基づく職業相談・職業紹介

　　②精神障害者ジョブカウンセラー・職業相談員の配置

３．基本的な労働週間の体得や仕事への適性を見極めるための支援

　　①地域障害者職業センターにおける模擬的な職場での作業訓練ｋ

　　②ジョブコーチによる支援事業

　　③特定の事業所での就職を目指した職場実習（職場適応訓練）

　　④トライアル雇用による就職促進

４．雇い入れやその後の雇用の継続を促進するための助成

　　①障害者の雇い入れに係る賃金助成（特定求職者雇用開発助成金）

　　②障害者の雇い入れに係る環境整備等に対する助成（障害者雇用納付金制度に基づく助成金）

５．就職後の職場定着のための支援

　　①職場定着のための人的支援（ジョブコーチによる支援事業）

　　②就業支援と生活支援の一体的提供（障害者就業・生活総合支援事業）

　○地域障害者職業センターの主な職業リハビリテーションサービス

　　１．職業に関する意思決定のための支援

　　　　・職業相談・職業指導・職業評価

　　２．就職可能性を向上させるための支援

　　　　・職業準備支援事業

　　３．職場に適応するための支援

　　　　・ジョブコーチによる支援事業・職場適応指導

　　＜職業相談・指導、職業評価＞

　　〔職業指導〕

　　　就職活動を円滑に実施できるように適切な職業選択が行えるように、また職場で安定して働き続けれるように、相談や助言を行う。

　　〔職業評価〕

　　　就職の希望などを把握した上で、職業能力等を評価し、それらを基に就職して職場に適応するために必要な支援内容・方法等を含む、個人の状況に応じた支援計画（職業リハビリテーション計画）を策定。

　　＜精神障害者によく使われる職業評価法＞

　　・厚生労働省編一般職業適性検査（GATB）・内田クレペリン検査・YG性格検査・WAIS－R・学力テスト・ワークサンプル法・作業場面（職業準備支援事業）・職務施行法（実際の事業所での実習）

　　○職業準備支援事業

　　　就職や職業生活を可能としていくための職場のルール、作業遂行力、適切な態度等基本的な労働習慣の体得及び職業に関する知識の習得のために、センター内や事業所内での作業支援、事業所見学や職業講話等の職場準備支援講座等による支援を行う。

　　　また、精神障害者を対象に、作業支援、職業準備支援講座の他に対人技能訓練等を通じて、障害特性に配慮して段階的に基本的な労働習慣の体得、対人技能等の習慣のための支援を行う（自立支援コース）

３．精神障害者の就労支援の方法と留意点

　○精神障害者の職業上の特性と対応

　　１．まじめであることを評価する

　　２．心身が疲れやすいので、当初は休憩を多く労働時間を短く

　　３．自己の職業能力の評価が適性に出来ないことがあるので、専門機関のスタッフを交えて解決

　　４．判断・責任等の精神的プレッシャーに弱いことがあるので、当初は安全なストレスレベルから

　　５．感情のとらえ方・伝え方が上手に出来ないことがあるので、表情を豊かにして気持ちを必ず言葉で伝える。

　　６．不器用である場合は改善は気長に

　　７．工夫・応用が苦手なことがあるので、当初は作業の流れや手順を決めて

　　８．復職当初は自信のなさ、緊張が強いので、穏やかな対応を

≪研修に関する考察≫
　精神障害者が仕事に就くまで企業に特性を理解してもらうことの難しさがある。私達は普段から関わっているが

企業に雇ってくださいとこちらから働きかけても分からないというのが現状である。障害者の特性理解は精神障害

者に始まったことではないが、企業により理解してもらうためには私達の力にかかっているのだと思う。例えば、

病状が悪くなった時の対応は医療・福祉の専門職であればそれなりの対応が出来るが、何も上辺だけの情報で“い

つも病状が悪いわけではなく…”と説明を受けている企業にとっては未知の世界であり不安である。また、企業が

求める人材を考えたときに病状よりも“仕事さえしてくれれば…”という考えが多いと思った。

３月５日（土）

「障害者雇用の援護制度」　障害者助成部助成審査課長　村上　博夫氏
○地域就業（雇用）支援ネットワーク



地域のおける人的支援利用（ジョブコーチ等）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地域での職業生活・通勤等がしやすい環境作り

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　雇用・就労に係る技術的支援

＜障害者雇用の義務＞

　雇用率の強化が必要となるが障害者を雇用している企業は経費がかかる。

＜雇用に伴う経済的負担＞

　雇用納付金…障害者を雇用していない企業が支払っているお金のこと。

　雇用調整金または報償費…雇用している中小企業に支払うお金

　障害者雇用助成金…事業主の改造費（スロープなど）に使われるお金

＜経済的負担の例＞

　職場内での移動を容易にした。トイレ等を改造した。緊急事態の報知機器を設置した。作業工程を見直して、働く場を確保した。障害者の特性に応じた生涯等設備を用意した。事業所のエントランスの段差をなくした。通勤を容易にするための対策を講じた。障害があっても安心して職業生活を送れる場を確保した。　　　　　　など

知…きめ細やかな対応

聴…分かりやすい対応

100円の物を作るうち20円分を障害者雇用にとられる。

○障害者雇用納付金制度に基づく障害者雇用助成金

　＜助成金の流れ＞

　

○雇い入れ促進に係る援護制度

　障害者等の雇用機会の増大を図る

　雇い入れた障害労働者の賃金の一部を助成特定求職者雇用開発助成金（特例就職困難者雇用開発助成金）

　障害者の雇用を容易にする
　①事業主に委託して能力にあった作業を実施訓練　職場適応訓練（6ヶ月以内）

　　本人…訓練手当、事業所…訓練委託費が支払われる。

　②就職に必要な技能を習得し、就職を容易にする。公共職業訓練

　③障害者が職場に適応できるように職場に出向いて支援を実施。職場適応援助者（ジョブコーチ）による支援

　④障害者を試行雇用、本格的な障害者雇用に取り組むきっかけ作り障害者試行雇用事業（トライアル雇用）

≪研修に関する考察≫
　障害者雇用について学び、企業への負担は大きいことが分かった。雇い入れると決めたときから、受け入れる側に発生する負担は私たちが考えている以上にある。助成金の流れについては調整金や雇用納付金など様々な専門用語を詳しく知ることが出来たが、自分の中で勉強不足だと思った。

　“雇ってください”といい事業所にお願いをするが、1日に行わなければいけない現場の方の仕事の合間に障害者へ仕事を教えるという事は大変なことである。そのような現場の方の声に耳を傾け、事業所と現場の温度差を少しでも軽減できるように就労支援に取り組んでいきたい。

「企業の声を聞こう～障害者雇用の実際」（パネルディスカッション）

テクノクリーン株式会社　工場長　河野　洋方氏

アクテック株式会社　代表取締役社長　芦田　庄司氏

山武フレンドリー(株)　取締役総務部長　小野口　富士男氏

日本マクドナルド株式会社　人事総務本部リクルート部マネジャー　佐藤　博氏

社会福祉法人　九品寺保育園　園長　矢野　理絵氏

＜概要＞

●テクノクリーン株式会社

　・業務内容…ワイピングクロス、プラスティックケース等の特殊クリーニング加工及び販売。

　　　　　　　合成樹脂成形加工品の特殊洗剤、受託業務

　　　　　　　洗浄機の生計、製作及び販売

　・社員構成…正社員13名、パート社員33名、障害者4名（知的：2名、精神：1名、知的・精神：1名）、

合計50名

●アクテック株式会社

　・製品…アルミコンテナ、ソフトケース

　・精神障害者を雇用。

　・重要視していること…人間関係⇒朝の挨拶（製造に関する方針）やりがい、働きがいを感じられる会社

●山武フレンドリー(株)

　・社員構成･･･社員14名（知的：女2名・男12名）、スタッフ3名

　・事業内容…清掃業務、メール集配業務、山武グループPR誌の発送業務　　　など

●日本マクドナルド株式会社

　・雇用状況…社員数10,941名、障害者数276名（身体：15名、知的：261名）

　・実雇用率…3.40％

　・実習に関して…調理への好奇心、基礎体力、コミュニケーション能力、1日6時間、調理補助業務

●社会福祉法人　九品寺保育園

　・熊本市の中心部にある認可保育園(S45年開所)

　・職員数…30名

　・H14.9月、養護学校より実習の依頼を受ける。

≪ディスカッション内容≫

・職業準備性の問題（支援する側）

・職場の理解や解決方法（現場の嫌味、トップばかりが理解がある、従業員への説明）

・仕事の雇用管理（障害者への配慮など）

・フォローアップ後の援助の考え方

≪研修に関する考察≫
　ディスカッションを通して、どの事業所も“まずは本人のやる気（元気・勇気・根気）”と話していた。挑戦しようという気持ちが働く障害者の皆さんにも無ければ、企業も株式として運営している為、生半可気持ちで取り組まれても困るというのが企業側の言葉であった。また、障害者の多くは“自分には出来ない”といい中々はじめの一歩を踏み出すことが難しい。マクドナルドの佐藤氏は企業のことが好きであるか聞くようにし“出来るかどうかは入社してからでも出来る”と話していた。また、企業側にとって障害をオープンにしてもらっていた方が良いという意見が多かった。当事者にかかる負担はあるが、障害をオープンにしていると“人は誰でも困っている人を見たら助けたくなる、職場の中で支えあっていく”と話していた。仕事に就くにあたり、失敗するのは障害者だからではないということ。仕事をしていれば障害に限らず失敗はあることを働こうと考えている障害者の方々へ伝えたいと思った。

　精神障害者の就労支援は三障害の中でもいちばん難しいと思った。就労支援の他に今の生活リズムを崩さないための支援を考えていかなければならない。今後、就労支援をしていく上で当事者たちへ伝えていかなければならない事は“障害者だから特別ではないこと”だと思った。本当に何がしたいのか、障害者と企業がどのように付き合っていくかは永遠の課題なのだと思う。

「企業経営の基礎理解と企業が考える障害者雇用」

日本経済団体連合会　雇用・労務管理グループ長　輪島　忍氏

１．企業とは何か

　　所有と経営の分離、企業活動は何を目指すのか、付加価値の分配

　　企業＝株主のもの、社長のもの、従業員のもの

２．変化の時代－パラダイム・チェンジー

　　高齢化、少子化、円高、成熟化、グローバル化、情報化

３．これまでの日本型雇用

　　四種の神器（年功序列、終身雇用、企業別労働組合、新規学卒者一括採用）多様な働き方とワークシェーリング

４．労働力流動化とエンプロイアビリティー

　　雇用ミックス（長期蓄積能力型、高度専門能力型→専門職、雇用柔軟型→パート・アルバイト）

	
	雇用形態
	対象

	長期貯蓄能力型グループ
	期間の定めのない雇用契約
	管理職・総合職・技能部門の基幹職

	高度専門能力活用型グループ
	有期雇用契約
	専門部分(企画、営業、研究開発等)

	雇用柔軟型グループ
	有期雇用契約
	一般職、技能部門、販売部門


　　身体障害者→高齢化・重度化が進む

５．これからの障害者雇用の課題

　　雇用の場の提供は企業、雇用の場の中は企業の責任

今後の方向

（１）精神障害舎の雇用率の適用と雇用支援策の充実

　●雇用支援策の充実

　　ア.在職精神障害者に対する支援

　　　地域障害者職業センターが行う精神障害者職場復帰支援事業(リワーク事業)をさらに発展させ、総合的な支援を全国各地のセンターで実施するとともに企業内での復帰支援を行うスタッフの配置に対して助成を行うことが考えられる。

　　　また、企業において休職者を対象とした復帰支援のためのプログラムを作成することが重要である。

　　イ.新規雇用に対する支援

　　　実際に職場において雇用ないしは試行的に雇用される機会が設けられることが重要であり、企業等を委託先とする委託訓練の活用を図り、障害者試行雇用事業のさらなる拡充に努める必要がある。

　　　短時間労働に対する支援の充実も必要であり、実雇用率の算定にあたって、週20時間労働から0.5とカウントするとともに、週15時間労働からの雇用支援策をさらに充実させることが適当である。また、期間を限定し一定の就職実績等を条件とした上で常用雇用に移行するための訓練として、グループ就労支援を行うことが適当である。

≪研修に対する考察≫
　就労支援をしていく中で、私達は福祉的立場で支援していることが多いと思った。障害者の就労支援の中の何処

かで“この方には無理なんじゃ…”と決め付けているところがあるのではないかと感じた。福祉的立場の考えが入

ることで一歩踏み出すチャンスを逃してしまっていることもあるのではないかと思う。企業が求めているものも常

に考えていかなければ就労支援は難しいのだと感じた。

「障害者の就業支援の技法　課題Ⅱ」　

社会福祉法人JHC板橋会　障害者就業・生活支援センター　ワーキングトライ　所長　八木原　律子氏
精神障害者分野

1.就業支援のための基礎知識

　①ノーマライゼーションの徹底

　　自己尊重・自己決定の尊重・(対等性・透明性・平等性)・守秘義務・パートナーシップ

　②関連法の理解

　　障害者基本法(第2条・第3条･第6条)･精神保健福祉法(第2条)

　　雇用促進法(第2条)・ILO159号条約

　　国連決議　障害者の機会均等化に関する標準規則7　など

　③WHO国際生活機能分類=ICFの理解

　④各種事業の理解:ジョブガイダンス事業･職業自立支援事業･社会適応訓練事業等

　⑤社会資源の把握：ハローワーク・障害者職業リハビリテーションセンター・雇用支援センター・障害者就業･生活支援センター･市区町村雇用支援センター･福祉工場･授産施設　等

2.障害特性の理解

　①依存的傾向、主体性の欠如

　②あいまいさに弱い、融通性に乏しい、応用力の欠如

　③服薬による副作用

　④ゆれる障害

　⑤能力の過大・過小評価

　⑥社会資源の活用が苦手

　⑦自己管理能力が苦手

　⑧基本的生活習慣形成の困難さ

　これらの特性は障害者自身が持ち合わせている特性ではなく、薬や環境等の社会的要因によって持たされたもの

である。

3.障害者支援のための具体的技法の活用

　①アセスメント重視：個別化、ケアマネジメント

　　本主体で、本人が必要としているサービスを細分化されたプランで、支援者と共同で、再アセスメントする勇気を持つ

　②種々の技法活用：グループ化、前向きに、自己効力感、相互支援、希望志向型、ストレングスモデル、SST、学習プログラム、問題解決技法、ネットワーク形成

　③人材活用：ジョブコーチ

4.障害者就業･生活支援センターの概要

　目的：障害者の職業生活における自立を図る

　　　　就労希望者の就業･生活両面の包括的支援

　　　　離職者や在職中で不安を持つ障害者への相互支援

　業務：①相談事業･･･指導や助言（障害者･障害者の支援者･企業）

　　　　②事業主に対して雇用管理にかかわる助言

　　　　③障害者に対して事業所での準備訓練や職業実習を促進する

　　　　④障害者雇用支援者に情報収集、提供及び研修を促す

　　　　⑤関係機関と連携を図る

　システムの流れ：申し込み・問い合わせ→体験参加→就労支援プランの作成→就労基礎訓練→職場体験→定着支

　　　　　　　　　援

5.就業支援の実際：就労ミーティングの様子（ビデオ）と事例を通して

　①職業準備性向上への支援：自己チェック、就労セミナー（身だしなみ・基本的生活リズム・社会資源の活用・自己管理(金銭、服薬、健康)・対人スキル・働くための動機(親へのお礼)・職業選択・仕事探し・就職面接・企業主の話など）

　●あるときの就労セミナー

　　1)働きたい会社の条件　　障害者職業リハビリテーションセンター

　　2)基本的な生活チェック　ハローワーク

　　3)履歴書の書き方　　　　ジョブコーチ

　　4)模擬面接　　　　　　　中小企業家同友会

　　5）就労経験者を囲んで　　ピア･アドバイザー

　　6)その他（仕事探し、電話による面接依頼）

　●就労セミナーからあるときの企業主による面接時のポイント

　　1)履歴書はきちんと丁寧に書く

　　2)面接時間厳守･･･5～10分前に到着

　　3)こざっぱりとした服装･･･ひげ、髪はさっぱりと

　　4)挨拶はきちんと（SSTを活用しながら）

　　5)正面を向いて答える、視線を合わせる、傾聴

　　6)仕事を選んだ理由

　　7)まじめな態度

　就労セミナーの学習効果：協働による相互学習理解

　・利用者：ピアサポターとして仲間支援＝体験報告

　・企業：企業内サポター育成、ワークパーソナリティの学習

　・スタッフ：協働による相互学習理解、コーピングスキル学習

　②職場支援：ジョブイコーチ、定着支援、就労ミーティング

　③職業生活支援：個人と職場環境調整

　　自己管理(薬･金銭･症状など)、対人スキル、定着支援、ストレス対処法、作業能力の向上支援など

6.就業支援をより効果的に進めるには…環境整備の重要性

　①啓発活動：ニーズ調査、地域の会議に参加、職能団体との交渉、イベント参加、地域交流

　②住民参加のための啓発活動：ボランティア育成講座、イベント企画と運営・参加、セルフヘルプ育成講座など

　③教育支援プログラム導入･･･学習会の保障

　④相互理解

　⑤自立生活促進支援：主体性尊重、自己尊重、自己主張訓練、学習会の保障、パートナーシップ

　⑥創造的開拓：新しい資源つくり

　⑦職場におけるサポーター育成：企業内部、障害者雇用に関わる人支援（ボランティア）

7.福祉施設から雇用の場へ移行させるためのポイント

　①支援する側の自己覚知、態度変容、相互支援関係の理解、私メッセージ活用

　②障害者の自立支援：自己主張訓練、コーピングスキル、ワークパーソナリティの確立、学習会の保障、パートナーシップ

　③バーンアウト対策

8.今後の課題：ピアサポーターの育成・スーパーバイザーの配置

≪研修に対する考察≫
　精神障害者の多くは就職したいだけで自分自身の動機つけがない。また、30秒間気持ちを伝えることの問いに対

して、練習をしなければコンパクトにまとめることで昔の話をしてしまう方や「何でもいいです」と答えてしまう。

　職場開拓について、ハローワークの担当の名前を出した事では紹介にならない。紹介するときに本人の前で電話

をしてあげ、出向くまでのドキドキ感を軽減させることが大切になる。いちばんはその方に付き添い出向くことが

効果的である。また、私たちが企業に出向くときには闇雲に仕事を探すのではなく、当事者の誰に向きそうかどう

か考えながら仕事を探さなければ、就労には繋がらないことが分かった。

　支援を失敗したときは、就労ミーティングを当事者の方たちと行い場面設定し模擬を行う。失敗したことだけで

なく仕事の報告する場としての活用もしていくことが大切である。また、支援者側もアセスメント通りに進んでい

るかどうかスタッフが立てた計画をモニタリングしてみる必要も今後あると思った。

「就業支援におけるケースマネージメントとネットワーク」　東京福祉大学　社会福祉学部　教授　松為　信雄氏

1.就労支援と地域ネットワーク

　2-1．個人特性を踏まえた支援から

　●生活支援と就労支援

　　・就労支援･･･就労相談、職業評価、求職活動、在学中の現場実習、職業準備訓練、現場実習、就職、就業継続への支援、離職時・解雇時での支援、失業中の支援

　　・生活支援･･･生活相談、生活リズム、金銭管理等、対人関係、住居、健康管理、精神面でのフォロー、将来設計、余暇活動、経済保障

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ニーズへの総合的な対応

　●地域ネットワークとケアマネジメント

　　ニーズへの総合的な対応

　　　　　　　↓

1. 地域生活を志向する障害者ニーズの高まり

2. 単独の基幹や施設だけでは、地域生活の広範なニーズに応えられない

3. 施設・機関ごとに提供されるサービスの断片化を解消して、ニーズに応じた最適な提供をする調整が必要

4. 家族や近隣者による支援と専門職とを橋渡しする機能が必要

5. 費用対効果を視野に入れる必要性

　↓

　　ケアマネジメント手法の導入・支援ネットワーク化の必要

　2-2．発達過程に応じた支援から

　　人間のライフキャリアの中には役割が多様にある。障害者も働くことを抜きにして地域生活はありえない。だからこそ私達がたくさんの居場所を作ってあげる必要性がある。

　　ライフサイクルの危機と支援機能は、社会からの要求・課題を乗り越えるものがたくさんある。ストレスがかかる時代だからこそ支え、予測していくことが大切。

　2-3．多職種の関与とジョブコーチの役割から

　　障害者職業カウンセラー（周期評価・継続支援・訓練・職業紹介・計画作成・初期評価）

　　安定所担当者（継続支援･訓練・職業紹介）

　　能力開発校・施設指導員（訓練・職業紹介・計画作成・初期評価・学校施設）

　　企業社員・相談員（周期評価・継続支援・訓練・職業紹介・計画作成・初期評価）

　　生活支援・雇用支援ワーカー（周期評価・継続支援・訓練・職業紹介・計画作成・初期評価・学校施設）

　　厚生援護施設指導員（周期評価・継続支援・訓練・職業紹介・計画作成・初期評価・学校施設）

　　作業所指導員（訓練・職業紹介・計画作成・初期評価・学校施設）

　　保健・医療機関SW等（周期評価・継続支援・訓練・職業紹介・計画作成・初期評価・学校施設）

　　特殊教育進路指導教員（継続支援・訓練・職業紹介・計画作成・初期評価・学校施設）

2.就労支援の過程

　●地域ネットワークとケアマネジメント

　　ニーズへの総合的な対応

　　　　　　　↓

6. 地域生活を志向する障害者ニーズの高まり

7. 単独の基幹や施設だけでは、地域生活の広範なニーズに応えられない

8. 施設・機関ごとに提供されるサービスの断片化を解消して、ニーズに応じた最適な提供をする調整が必要

9. 家族や近隣者による支援と専門職とを橋渡しする機能が必要

10. 費用対効果を視野に入れる必要性

　↓

　　ケアマネジメント手法の導入・支援ネットワーク化の必要

　●就労支援の流れ

　　インテーク(受理)→アセスメント(査定)→プランニング(計画策定)→インターベンション(介入)→モニタリング(追跡)→エバリュエーション(評価)

　　※突然、訓練から定着は難しい。精神障害者と知的障害者は応用がきかない。

3.ネットワーク化に向けた要件

　●ネットワーク化の基本的要件

　　①本人のニーズを明確にすること

　　②ネットワークの構築と維持は個人主体であること

　　③自組織の効用と限界を明らかにすること

　　④重層構造的なネットワークの構築を目指すこと

　●ケアマネジメントと間接介入

　　・ケアマネジメントの流れ

　　インテーク(受理)→アセスメント(査定)→プランニング(計画策定)→インターベンション(介入)→モニタリング(追跡)→エバリュエーション(評価)

　　・間接介入の目的と機能と戦略

　　　目的：対象者のニーズに応えて利用機会を広げるためにサービス供給の組織や体制の活動を変える。

　　　機能：①体系的な変化②組織や体制への介入③能力開発④ニーズに合う資源の見定め

　　　戦略：①仲介(ブローカリング)②連結(リンケージ)③調整(コーディネーション)④権利擁護（アドボカシー）

　⑤社会的ネットワーク（ネットワーキング）⑥技術支援とコンサルテーション

4.ネットワーク構築の方法

　●担当者のネットワーク化

　　①意識の共有→②目的の共有→③情報の共有→④知恵の共有

　●組織・機関のネットワーク化

　　①構成機関の理解→②共通認識の深化→③効果的な活用→④相互利用の強化

　●ネットワーク構築のノウハウ

　　①立場の違いを十分に認識する②相手の得意／不得意分野を知る③制度／機関の限界を知る④最適な情報交換の方法を知る⑤組織ではなく個人として相手理解をする⑥自組織の広報活動も行う⑦相手の変化を期待して見守る

5.機能不全と修復・維持管理

　●チームの発展過程

　　①知り合いになる②施行と失敗③葛藤の回避④危機⑤解決⑥チームの維持

　●ネットワークの機能不全

　　①構築の目的が明確でない②自組織の利害関係に固執する③独自の活動を展開している

　●ネットワークの修復

　　①「組織の長所を重ね合わせる」視点の重視②「参加することで組織は変わり続ける」事の理解③「実際の活動を維持するのは個人である」事の理解

6.社会的支えの構造

　●社会的支えの推進

　　①人的ネットワークの重要性を理解すること②社会的支えの構造と機能を把握すること③社会的支えの育成を図ること④家族への支援をすること⑤社会的支えの将来予測をすること⑥ケースマネジメントを行うこと

≪研修に対する考察≫

　障害者も働くことを抜きにして地域生活はありえない。だからこそ私達がたくさんの居場所を作ってあげる必要性がある。社会からの要求・課題を乗り越えるものがたくさんあり、ストレスがかかる時代だからこそ支え、予測していくことが大切である。そのため、支援者として多職種の役割を知りケアマネジメントの手法を身につると共に、今後も課題になってくるネットワークに力を入れ、機能させていかなければならないのだと強く感じた。

「実況！障害者の雇用支援現場から～事業主への支援の実際」

●カフェ　ふれあい　代表　半田　佳世子氏
　場所：東池袋　生活産業プラザ2階

　営業時間：平日AM10:00～PM7:00、土・祝日AM11:30～PM7:00、定休日　日曜日

　最低賃金：710円

●ピークヤム株式会社　取締役　谷口　さち子氏
　店舗：10店舗

　内容：喫茶、コーヒー等の軽飲料の販売、お菓子類の販売、手作りピザの販売　など

●東京障害者職業センター多摩支所　主任カウンセラー　石黒　秀仁氏


障害者職業総合センター

障害者職業センター　　　　　広域障害者職業センター

　　　　　　　　　　　　　　地域障害者職業センター

業務：職業評価、職業指導、職業準備支援事業、外部機関の協力によるOA講習、職場適応訓練　　など

＜ディスカッション内容＞

・仕事への支援者の心構え

・企業の従業員へいっていること、支援者に求めるもの

・ジョブコーチとして

≪研修に対する考察≫
　なかなか就職できないのが障害者のせいであると思っているところが支援者側にある。企業側は障害者達の背景に支援者（ジョブコーチ）の顔がみえるという。支援者側も企業に力が見られていると思って支援に取り組まなければ通用しないというのが現状である。今後、私たちが取り組んでいかなければならない事は企業へ話を聞きに行くことや福祉の常識に偏らないこと（本当は体力があるのに専門職の方が体力がないものとして支援している）だと考える。

　これらのことは、授産施設や作業所などに活用できるものだと思った。仕事を長く続けることは価値があること、具体的な利益を提示し説明すること、マイペースは理由にならないなど仕事をしていく上での心構えの提示も大切だと思う。

3月7日（月）

「ケーススタディ及び課題別討論会」

スーパーバイザー：奈良障害者職業センター　障害者職業カウンセラー　小島　むつき氏

　●ケーススタディ

　　①年齢：34歳　性別：男性　最終学歴：高校卒業　過去就職件数：5社

　　　問題点：体力・対人関係が苦手、10年近く在宅に閉居、疾病について告知されておらず本人は軽鬱だと思っている。

　　②年齢：34歳　性別：男性　採取学歴：高校卒業　過去職歴：運送・トラック運転手

　　　問題点：緊張が強く、怠薬傾向、正職員に拘っている

≪研修に対する考察≫

　①のケーススタディは就労までの展開がとても早かった。そのため、アセスメントに時間をかけることが難しか

ったり、薬や病気の認識がないまま進んでいた。私たちが就労支援していく中で、どこか「就労したい」という言

葉に振り回されてしまっているところがあるではないかと強く感じた。「何で駄目だったか」などのフィードバック

や具体的な時間や体調の分析を細かくしていく必要があるのだと思った。

　②のケーススタディは自分で仕事を見つけ、アルバイトという形から働いていた。障害をオープンにして働いて

いることもあり職員が関わりやすいという利点もあった。支援の仕方も本人の目の前で企業へ電話したりと本人へ

の関わりが細かいことではあるが緊張を和らげていると思った。このケースでは、企業が求めている人材について

も知ることできた。企業側が求める人材は仕事をしてくれるのであればという考えが多くなっているということだ

った。しかし、地域で精神障害者を支えている私達は出来ること、出来ないことを明確にし本人たちと確認しあわ

なければならない。

　●課題別討論会

　　Ｑ．現場と受け入れ担当者の温度差

　　Ｑ．情報の開示をどうしたらよいか？

　　Ｑ．主治医意見書と援助者の思っていることの違い

　　Ｑ．ドクターへ伝えられない方への対応はどうしているのか　　　　　　　　など

≪研修に対する考察≫

　企業と関わっていく為には、PSWのスタイルを壊して動いていき、泥んこになるまで関わってみることが様々な

機関とのネットワークにも繋がるということが分かった。当事者たちのやりきれない気持ちやストレスに対しても

理屈ではなく本音が届かないのが現場である為、本人と一緒に支援に入ることが大切なのだと思う。就労支援につ

いて、周りが評価していなければ意味がないこと。評価されていなければ、当事者たちのやる気や根気を生み出せ

ないと思った。
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Plan→Do→Seeをし客観的に見て進めることが大切。
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調整金の支給


１人当たり月額2万7千円





障害者多数雇用中小事業主





報奨金の支給


１人当たり月額２万１千円
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障害者を雇い入れる為に、作業施設の設置・整備を行ったり、重度障害者の雇用管理の為に職場介助者を配慮したりする事業主等に対して助成金を支給
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設備・施設の整備・人的支援体制等の計画の樹立





職務分析・作業工程の見直し・職務遂行上の支援体制の検討・作業環境の改善計画の検討
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［機構］


助成措置の必要性の認定、障害者＝措置内容、合致していることが認定の基本





措置の実施整備人の配置等
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［機構］


費用の支払いの確認措置の実施の確認








